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需要方程式体系の統計分析
山村耕一郎
しはじめに
計測可能な需要方程式体系のよしあしを「需要方程式を導き出す効用関
数の性質」や「需要方程式のデータへの当てはまり具合」からみた研究は
すでにある。
本稿では，需要方程式体系を四半期別時系列データ(季節調整済み)に
て計測するとL、う条件のもとで，ロッテルダムシステム，線型支出体系，
アディロッグシステムという 3種類の需要方程式体系のよしあしを別な観
点から分析したL、と思う。
時系列データを用いて需要方程式を計測することにより，時系列データ
のもつ情報が需要方程式のパラメータに要約される。このとき， i説明変
数のデータに誤差は含まれていなし、」と仮定し，われわれは需要方程式を
計測するのが普通である。
だが，計測に用いるデータの生成過程を顧みると，説明変数のデータに
も誤差が含まれているとみなしたほうが妥当な場合がある。その一つは，
四半期別時系列データを季節調整し，これを説明変数のデータとする場合
であろう。というのは，四半期別時系列データは年別時系列データに比べ
計数の精度が落ち，さらに，現在の季節調整法では四半期別時系列データ
から季節的要因を完全にぬぐし、さることができないため，季節調整値には
季節調整による大なり小なりの誤差が含まれていると考えられるからであ
る。
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分析に用いる説明変数のデータに誤差が含まれているならば，計測され
たパラメータの縫定値はその影響を受け，その程度によっては，計測され
た推定値に厳密な数量的意味を与えにくくなる。このような実りのない計
測を避けるためには，あらかじめ，説明変数のデータに含まれる誤差の分
布とそれに伴う推定値の分布との関連を演鐸的に，あるいは帰納的に分析
しておく必要があろう。本稿でこれから行う分析は後者に属するものであ
り，誤差に対する推定値の頑健性を通して，需要方程式体系のよしあしを
検討しようとする研究である。推定値の頑健性は，季節調整された四半期
別時系列データに適当な誤差をありうる形で与え，推定値の分布を導き出
すことによって分析される。
本稿の構成は以下の通りである。分析に用いる資料と需要方程式，およ
び需要方程式の計測方法が，第2章と第3章で述べられる。すなわち，第
2章で，本稿で利用する資料を紹介し，第3章で本稿で計測する各需要方
程式体系の需要方程式とその推計方法について述べる。線型支出体系とア
ディロッグシステムは非線形最小二乗法にて計測されるため，第4章で初
期値と推定値(収束値)の関連が分析される。第5章で，誤差の分布を定
め，各需要方程式体系ごとの誤差による推定値の分布が導き出され，推定
値の頑健性が分析される。最後の第6章で全体を取りまとめ，今後の展望
を述べたし、。
2.資料
需要方程式体系の計測に用いるデータは 昭和51年1-3月期から昭和
54年10-12月期に至る家計の目的別・四半期別の実質支出額(昭和50年価
格表示の価額)と価格の時系列データである(経済企画庁編『国民経済計
算年報』大蔵省印刷局， 1984年)。この目的別分類による時系列の数は，
実質支出額の時系列，価格の時系列ともに8である。よって，本橋での需
要方程式の数(財の数)を記号nで表すことにすれば nは8となる。
本稿のねらいは，季節調整済み時系列データに含まれる誤差に対し，パ
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ラメータの推定値がどのようなふるまいかたをするのか，さらに，これを
踏まえて，どの需要方程式体系の推定値が誤差に対しより頑健であるのか
を調べることにあり，需要方程式体系のパラメータを推定し，その数量的
意味を考えることにはない。このため，いま設定した期間に特別の意味が
あるわけではなL、。本稿で設定した期間は，消費者の購入態度が比較的安
定していた期間(経済企画庁編『昭和田年版 家計消費の動向:消費動向
調査』大蔵省印刷局， 1984年)と推定値を得るために必要だと思われるデー
タ数とをにらみ合わせて得たものである。
なお，家計の目的別-四半期別時系列データの季節調整は EPAX-8に
て行われ，季節調整の期間は，昭和50年1-3月期から昭和56年10-12月
期までとし，季節調整後の実質支出額は，総理府統計局『人口推計月報』
(総理府統計局『人口推計月報 改訂数字特集J1983年8月)を用いて人
口一人当たりに換算されている。
3. 需要方程式と計測方法
本稿で検討する需要方程式体系は，ロッテルダムシステム，線型支出体
系，アディロッグシステムである。各需要方程式体系の第t番目の(第i
財の)需要方程式を，ロッテルダムシステム，線型支出体系，アデ‘イロツ
グシステムの1頃に示せば， (1)式， (2)式， (3)式のようになる。
五ゐιyん勾itρDqit戸円=1メμ叫i
n 
m-.1:.あて3
qi=Ci哨(十円， 2，...， n) 
??
?
?
• • • • • • • • 
?? ??
-Yzてむ(mIPi)同+1qi ，~~"....l''' (i= 1， 2，……， n) ・H ・.( 3 ) 
E21Yj崎(mltj)時
ただし， (1)式----(3)式における記号q，ρ，mは， 1慣に数量(実質支出
額)，価格，所得を表し，各記号の添字 i，jは各財に割りふられた番号を，
添字tは時点tをそれぞれ表している。また，
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Wit =(Wit一ωit-1)/2 
Dqit =logqit一logqit-1 
DT;t =logρt一logt; 1-1 
DQt=Z1めitDqit
m =RP佑
とする。
推定すべきパラメータは. (1)式の場合， μとπ. (2)式の場合 c
とβ.(3)式の場合.Yとαである。
(1)式の仰と(2 )式のめは，それぞれ，
n 
Fp=1 
n 
EFz=1 
を満たすものとする。
本稿における財の数nは8であるので，ロッテルダムシステム，線型
支出体系，アディロッグシステムの各需要方程式を(1)式"-'(3)式に
特定するならば，ロッテルダムシステムは 1需要方程式につき 8個ものパ
ラメータを含むが，線型支出体系とアディロッグシステムは1需要方程式
当たり平均して 2個のパラメータを含むのみであるO ロッテルダムシステ
ムのパラメータの数は線型支出体系やアデ、イロッグシステムのパラメータ
の数に比べ多い。
需要方程式(1)式"-'(3)式に含まれるパラメータの数をそろえるた
め，ロッテルダPムシステム下の需要方程式(1)を平均して約2個のパラ
メータをもっ需要方程式に変形することも可能であるが，ロッテルダムシ
ステムの場合，誤差に対する推定値の頑健性は(1)式でも十分に検討さ
れうると考えられるため，本橋では，ロッテルダムシステム下の需要方程
式を，ロッテルダムシステム下のポピュラーな関数型である(1)式とし
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ている。
上述した需要方程式体系は多くの研究者により計測されてきた。その方
法にはそれぞれの研究の特長を反映した相違がみられるものの，需要方程
式がパラメータに関して線形であるロッテルダムシステムの場合はもとよ
り，需要方程式がパラメータに関して非線形となる線型支出体系やアデ、イ
ロツグシステムの場合でも，需要方程式体系を線形最小二乗法により計測
する場合が多い。ただし線型支出体系とアディロッグシステムを線形最
小三乗法にて計測する場合には，需要方程式の線形化が何らかの形で要求
される。
本稿では需要方程式の関数型を重視する計測を試みる。すなわち，ロッ
テルダムシステムは線形最小二乗法にて計測するが，線型支出体系とアデ
イロッグシステムは非線形最小三乗法にて計測することにしたい。ただ
し，線型支出体系とロッテルダムシステムの場合には，制約式 ZPz=1 
と zfz=1をそれぞれ満たすようにパラメータFとμを計測する。
4. 初期値と収束値
需要方程式体系を非線形最小二乗法にて計測する場合，パラメータの初
期値が必要になるO 計測に際し初期値をかなり変動させても，実用上，同
じ推定値(収束値)が得られるのであれば，当需要方程式体系は初期値に
対して推定値の頑健性があるということになる。
需要方程式体系を線形最小二乗法で計測する場合(ロッテルダムシステ
ムの場合)には，初期値に対する推定値の頑健性は問題になりえないが，
需要方程式体系を非線形最小三乗法にて計測する場合(線型支出体系とア
デイロッグシステムの場合)には，初期値に対する推定値の頑健性がまず
問題になり，誤差に対する推定値の頑健性はそのあとの問題ということに
なろう。というのは，ある初期値を使い誤差に対する推定値の頑健性があ
るといえても，その初期値にたどりつくことがきわめて困難であるならば，
実用上，推定値の頑健性があるとはいえないからである。
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本章でこれから行われる分析は，初期値に対する推定値の頑健性という
観点から行われる。
さて，パラメータに課すことのできる制約と先達が計測した類似するパ
ラメータの推定値とを参考にすれば，パラメータのとりうる値の範囲を，
線型支出体系の場合には， 0くβiく1，Ci>O (i=1，2，…， 8)，一方，アデ、イ
ロツグシステムの場合には， -1くαiく0，Yi>O (i=1，2，…， 8)としてよ
いであろう。
L 、ま示されたパラメータのとりうる値の範囲のなかから需要方程式体系
を計測するために必要な初期値の組をいくつか選び出し，需要方程式体系
の計測を試みると，表1と表2が得られる。
表 lは線型支出体系による計測結果であり，表2はアディロッグシステ
表1 パラメータの初期値と推定値(線型支出体系)
》子里民 β=0.25 0.50 O. 75 0.75 0.25 c=0.25 0.50 O. 75 0.25 0.75 
1 0.062 0.069 0.070 0.063 0.073 
2 0.010 0.004 0.012 0.010 0.014 
3 0.206 0.199 O. 188 0.205 O. 181 
β 
4 0.107 0.116 O. 125 0.108 O. 139 
5 0.105 0.090 0.088 0.103 0.082 
6 0.113 0.107 0.107 0.112 O. 103 
7 0.093 0.094 0.098 0.093 0.099 
8 0.309 0.322 0.311 0.309 0.308 
0.5-45 0.566 0.575 0.547 0.584 
2 O. 158 0.160 0.164 O. 159 O. 166 
3 0.314 0.373 0.392 0.320 0.407 
4 O. 133 0.171 0.191 O. 137 0.212 
C 
5 0.174 0.200 0.210 O. 177 0.216 
6 0.179 0.211 0.224 0.182 0.233 
7 0.180 0.210 0.223 0.183 0.235 
8 0.277 0.373 0.408 0.286 0.439 
R2 0.935 0.928 0.927 0.934 0.925 
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表2 パラメータの初期値と推定値(アディロッグシステム)
〉型ぞ α=-0.25 0.50 O. 75 0.75 -0.25 -1. 00 )1= 0.25 0.50 O. 75 0.25 0.75 1. 00 
1 1. 521 * -75.90 -1. 704 * 1. 509 
2 -1. 568 * -94.18 1. 655 * 1. 738 
3 -0.720 * -72.69 -1.418 * -0.643 
4 0.482 * -71. 07 -0.634 * -0.604 日
5 0.353 * -97.05 -0.649 * -0.571 
6 0.518 * 41. 07 -0.795 * -0.545 
7 -0.947 * -99.54 -1. 198 * 0.893 
8 -0.005 * 一78.58 -0.283 * O. 181 
1 0.670 * 5. 18 0.710 * 3.304 
2 0.201 * 11. 53 0.200 * 1. 142 
3 0.227 * 4. 14 0.333 * 1. 072 
4 0.077 * 2. 70 0.081 * 0.423 Y 
5 0.100 * 6.06 0.111 * 0.568 
6 0.112 * 49.66 0.125 * 0.568 
7 O. 150 * 13.28 O. 167 * 0.716 
8 O. 123 * 2.37 O. 139 * 0.540 
R2 0.930 * * 0.919 * 0.936 
(注) *印はオーバーフローにより解が得られなかったことを示す。
ムによる計測結果である。ただし，両表の推定値(収束値)は，すべての
需要方程式のすべての時点における残差を求め，残差の平方和を最小にす
るように探索した結果で、あり， また，計算の打ち切り条件は，線型支出体
系の場合とアディロッグシステムの場合とで変わらない。
表1の「初期値s=O.25Jは，パラメータ βi(i=l，2，…，8)の初期値が
すべて0.25であることを表している。この表記法は，表 1，表2のほかの
パラメータ C，α，yについても同様である。
表中の R2は次式にて求められている。
n 16 
1: 1: e;，2 
;=1i=1 -R2=1--J ι 
η 16 
1:， ，1: (qijーも)2
j=1i=1 
…・(4) 
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ただし， (4)式の eijは第j番目の需要方程式による第t期の残差を，qij 
は第j財，第t期の数量を，qjは第j財の算術平均値(も=Z1qz1116) をそ
れぞれ表している。また，表中の番号 1~8 はパラメータの添字を表し，
その数値は順に「食品・飲料・煙草J1"衣服・はきものJ1"家賃・水道・光
熱J1"家具・家庭器具・家計雑費J1"医療・保健J1"交通・通信J1"リクレー
ション・娯楽・教育・文化サービスJ1"その他」を意味している。番号1
~8 の意味は表 2~表 6 についても同様で、ある。
本稿では， (4)式で求められる R2を「決定係数」と呼ぶことにする。
では，表1に示した線型支出体系の計測結果を見てみよう。表1の下側
に示された5つの決定係数は初期値の組の変化に伴い多少変動するもの
の，決定係数はほぼ0.92-0.94の間にある。よって，初期値の組5組に対
する 5つの決定係数はほぼ同じ水準にあるとみてよいであろう。
表 Iの推定値を横に追い，初期値の組の変化に伴う同種推定値の変化を
大さ、っぱに観察すると， βの推定値の場合でも Cの推定値の場合でも，有
効数字第1位の数値に変化はないとみなしてよいであろう。ここに，同種
推定値とは，初期値を異にするあるパラメータのいくつかの推定値をL、う。
たとえば，パラメータ β1の同種推定値には，表1より， 0.062， 0.069， 
0.070， 0.063， 0.073の5つがある。
表 2に移ろう。表2の初期値の組は，パラメータ αの初期値の符号が
逆になっている点を除き，表1の初期値の組とほぼ見合っている。
表2の初期値α=-0.5， y=O. 5とα=-0.25， y=O. 75に対する計測結
果の欄にI"*J印が記入されている。これは，解を求める計算の途中でオー
ノξーフローが発生し，解が得られなかったことを表している(ただし，責
任の一半は分析フ。ログラムにもある)。さらに，初期値 α=← 0.75，y= 
0.75 に対する解(収束値)は，その大きさからみて経済的意味をもちえ
ない。
表2の右側に，初期値を α=-1. 00， y=1. 00と置いた計測結果が掲げ
られている。その決定係数は，初期値を α=-0. 25， y=0.25と置く場合
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とほぼ同じであるが，同種推定値の聞きは，線型支出体系の場合に比べ大
きいといわざるをえなし、。
表 1と表2を資料とした以上の検討から，線型支出体系は，アデ、イロツ
グシステムに比べ，非線形最小二乗法による計測が容易で，また，収束値
も安定している需要方程式体系であるといえよう。すなわち，線型支出体
系は，アディロッグシステムに比べ，初期値に対する推定値の頑健性があ
るといえる。
5. 推定値の頑健性
本章では「誤差に対する推定値の頑健性」によって需要方程式体系を比
較する。ただし，誤差は説明変数のデータにも含まれ，誤差は季節調整に
より生じるものとする。
5.1 時系列データの作成
季節的要因が強く，かっTC系列が単調でない四半期別時系列データに
季節調整を施すと，季節調整法の相違による季節調整値の聞きが，特に季
節的要因の強い四半期で顕在化しやすい。もしこの季節調整値の開きの程
度が真の季節調整値からのズレ(誤差)の大きさを示唆していると考える
ならば，これから行う本章の実験では，すべての時系列のすべての四半期
に同程度の誤差を与えることはできないであろう。
そこで，まず，実質支出額と価格の時系列のなかから季節的要因が強い
と思われる時系列と四半期を選び出してみる。そのために，季節指数が， 80
未満か，あるいは120を越えている場合に当四半期の季節的要因は強いと
みなすことにする(季節指数の算術平均値は100である)。すると，実質支
出額の時系列のみが問題になり，実質支出額の時系列のなか， I食品・飲
料・煙草」の 1-3月期と10-12月期.I衣料・はきもの」の7-9月期
と10ー 12月期， I家具・家庭器具・家計雑費」の 1-3月期と10-12月期
が上述した条件に合致する。他方で，これら時系列のTC系列は1次の単
官、ι.
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回帰モデ、ルで近似しにく L、。こうして，本実験では，いま選び出された6
つの四半期により大きな誤差を与えることにしたい。
1-3月期から10ー 12月期までの季節指数を合計すると400になる。ま
た，季節調整値は原初データを季節指数で割ることによって求められる(こ
のときの季節指数の和は 4である)。したがって，ある四半期の季節調節
値に-e%の誤差を与えるのであれば，残されたほかの四半期の季節調節
値にそろって負の誤差を与えるようなことはできない。この年間の季節指
数の和が400とL、ぅ制約のもとで，季節調整に伴う誤差の与え方がL、くつ
か考えられるが，本稿では，この問題を次のように処理することにしたし、。
季節調整に伴う誤差が大きいと考えられる時系列の場合には，季節的要
因の強い2つの四半期に季節調整値x (ε1100) の誤差を与え，残りの比
較的季節的要因の弱L、2つの四半期には，ランダムに正負の符号をつけた
季節調整値x(ε1200) の誤差を与えることにする。もちろん季節的要因
の強い2つの四半期に与える誤差の符号は逆とする。たとえば. i食品・
飲料・煙草」の場合，誤差の与え方には以下のような2つのものがある。
一つは，季節的要因の強い 1- 3月期のすべての季節調整値に
1 + (el100) をかけ，もう一方の季節的要因の強い10-12月期のすべての
季節調整値に 1一(el100) をかけるが，季節的要因の弱L、4-6月期と 7
-9月期のすべての季節調整値には 1+ (el200) をかけるとL、う誤差の与
え方である(+の符号は乱数により決まる)。もう一つは， 4-6月期と
7-9月期の誤差の与え方は同じだが. 1-3月期のすべての季節調整値
にl一(el100)をかけ， 10-12月期のすべての季節調整値に 1+ (e/100)を
かけるとL、う誤差の与え方である。
他方，季節調整に伴う誤差が大きくないとみなされた13の時系列の場合
には，季節調整済み時系列に誤差をまったく与えないことにする。なお，
この13の時系列のなかには価格の時系列すべてが含まれている。
以上の単純化により，当実験では8つの推定値の組が得られることにな
るO
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5.2 分析結果と考察
非線形最小二乗法の初期値として，本稿第4章の計測結果を参考にした
表3の数値を用いる。表3に示した線型支出体系の各初期値は，表lの初
期値s=0.25，c=0.25; s=0.50， c=0.50; s=0.75 c=0.75の各場合に得ら
れた同種推定値の算術平均値であり，他方，アデイロツグシステムの各初
期値は，初期値の組の変化により同種推定値がかなり変化するため，表2
の初期値 α=ー 0.75，y=O. 25に得られた推定値で、ある。
さて，四半期別時系列データ(季節調整済み)に前節で示した誤差を与
え，需要方程式体系を計測した結果が表4--表6にまとめられている。た
だし 8=1(%)とし，パラメータ町の計測結果(ロッテルダムシステム)
は i=jの場合のみ表示されている。
表4から表6までの各種統計値を見比べると，ロッテルダムシステムに
よる推定値の分布域はかなり広いといえる場合が多いことがわかる。この
点を，各表に示しておいた変動係数(標準偏差/算術平均XIOO)がよく
表している。たとえば，表4では， πの番号(添字)が5の場合のみ変動
係数が10以下となるが，表5ではその例が7つある。変動係数が100を越
える例は表4では4つあるが，表5にはなし、。こうみてくると，ロッテル
表3 線型支出体系とアディロッグシステムの初期値
¥パラメークの種類 線型支出体系 アディロッグシステム
パラメータの添字¥ β C 自 y 
1 0.07 0.56 -1.7 O. 7 
2 0.01 0.16 -1.7 0.2 
3 0.20 0.36 -1.4 0.3 
4 O. 12 0.17 -0.6 0.1 
5 0.09 0.19 -0.6 0.1 
6 0.11 0.20 -0.8 0.1 
7 0.10 0.20 -1.2 0.2 
8 0.31 0.35 -0.3 O. 1 
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表4 推定値の分布特性(ロッテルダ‘ムシステム)
¥分布特性
平均 最小値 最大値 標準偏差変動係数
ノfラメータ¥
1 0.380 0.285 0.474 0.0700 18.4 
2 0.122 0.042 0.203 0.0554 45.5 
3 0.018 -0.024 0.055 0.0294 162.0 
4 0.222 0.113 0.389 0.0955 43.1 
μ 
5 0.013 -0.023 0.048 0.0271 212.4 
6 o. 132 0.101 o. 164 0.0211 16.0 
7 0.016 -0.056 0.028 0.0286 181. 9 
8 0.130 0.021 0.205 0.0685 52.7 
0.174 0.107 0.266 0.0526 30. 1 
2 0.112 -0.056 0.242 0.1119 100.0 
3 0.018 0.122 0.134 0.0847 469.2 
4 -0.112 0.208 0.031 O. 1064 95.2 
π 
5 0.054 0.066 0.049 0.0050 9.1 
6 -0.058 O. 109 -0.014 0.0309 53.5 
7 O. 101 -0.215 -0.012 0.0655 64. 7 
8 0.115 -0.217 -0.021 0.0671 58. 1 
(注)町の推定値は i=jのみ取り上げた。
ダムシステムの推定値は，線型支出体系の推定値に比べ，与えられた誤差
による影響をより強く受けているといえる。
ロッテルダムシステムの推定値が与えられた誤差に反応しやすいのはな
ぜだろうか。ロッテルダムシステムではデータの 1階の定差をとり，計測
する。すなわち，ロッテルダムシステムを計測するためには.log qf-log 
qt-lを計算しなければならない。このため，時系列データの数量的変化が
小さいとき，ロッテルダムシステムでは桁落ちが生じる。桁落ちにより，
与えられた誤差の有効数字に占める位置は下位の桁から上位の桁へと移動
し，推定値は誤差の影響を敏感に受けざるをえなくなってくる。この点を
具体的にみるために，家賃の季節調整値(昭和51年 1-3月期~昭和52年
10-12月期)を対数変換した値(上段)とその l階の定差(下段)を以下
に示そう。
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7.997 8.013 8.020 8.036 8.049 8.054 8.064 8.068 
0.016 0.007 0.016 0.014 0.005 0.010 0.004 
121 
下段の最初の数値0.016はその上段にある数値8.013と7.997の差である。
ここで、かりに7.997を逆対数変換した値2971.2に+1%の誤差を与えるこ
とにするならば，その対数値は8.007となる。したがって，下段の最初の
数値は0.016から0.006へと変わる。いまの数値例では，誤差の影響が有効
数字第1位の数にでたことになる。ロッテルダムシステムの場合，このよ
うな桁落ちが見受けられるため，ロッテルダムシステムの推定値の分布域
は，ほかの需要方程式体系のものに比べ広くなったといえよう O
表5 推定値の分布特性(線型支出体系)
¥分布特性
平均 最小値 最大値 標準偏差変動係数
ノfラメータ¥
I 0.058 0.055 0.061 0.0022 3. 7 
2 0.009 0.007 0.012 0.0021 22.9 
3 0.217 0.200 0.235 0.0171 7.8 
β 
4 0.096 0.079 0.113 0.0154 15.9 
5 0.116 0.100 0.132 0.0152 13.1 
6 0.112 0.112 0.113 0.0004 0.4 
7 0.088 0.082 0.094 0.0058 6.6 
8 0.302 0.290 0.314 0.0112 3.7 
0.525 0.498 0.552 0.0264 5.0 
2 O. 156 0.152 0.160 0.0034 2.2 
3 0.240 0.141 0.338 0.0964 40.2 
4 0.106 0.065 O. 148 0.0398 37.4 
C 
5 0.132 0.078 O. 186 0.0527 39.9 
6 O. 144 0.095 O. 193 0.0478 33.3 
7 0.154 0.116 0.192 0.0372 24.2 
8 0.185 0.057 0.315 0.1258 67.9 
表6に移ろう。表6によると，パラメータ αBの推定値を除き，アディ
ロツグシステムによる推定値は，総じて線型支出体系によるものに比べよ
り欄密に分布しているといえる。
パラメータ α8の推定結果をみると，変動係数が348.5とかなり大きい。
!胃ヲ亨，-. 日
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表6 推定値の分布特性(アディロッグシステム)
¥分布特性
平均 最小値 最大値 標準偏差変動係数
パフメータ¥
1 -1. 568 -1. 693 -1. 464 0.1060 6.8 
2 -1. 797 -1. 965 -1. 722 0.0800 4.5 
3 -0.890 -1. 280 -0.582 0.3128 35. 1 
4 -0.599 -0.687 -0.515 0.0673 11. 2 
臼
5 -0.551 -0.627 -0.466 0.0718 13.0 
6 -0.646 -0.793 -0.524 O. 1206 18.7 
7 -1. 026 -1. 173 -0.915 0.1161 11. 3 
8 0.037 -0.126 0.168 0.1287 348.5 
l 0.738 O. 725 O. 759 0.0110 1.5 
2 0.255 0.234 0.288 0.0180 7.0 
3 0.272 0.240 0.313 0.0328 12.1 
4 0.090 0.086 0.095 0.0033 3.7 
y 
5 O. 120 0.113 0.126 0.0058 4.8 
6 0.130 0.129 O. 131 0.0001 0.6 
7 0.169 O. 167 0.170 0.0001 0.6 
8 0.128 O. 126 O. 129 0.0011 0.8 
また，推定値の符号も変わりうる。よって，パラメータ α自の推定値の信
頼性はきわめて低いといえよう。アディロッグシステムの場合，頑健性が
ないのはパラメータ α8の推定値だけであるが，しかし，われわれには「
叫の推定値には頑健性がなし、」との事前の情報はないので，誤差に対す
る頑健性がすべての推定値に対していえるのでなければ，真に「誤差に対
する推定値の頑健性がある需要方程式体系」とはいえないであろう。
本節で得られた成果を総合すると，ロッテルダムシステム，線型支出体
系，アディロッグシステムのなかで，線型支出体系がもっとも誤差に対す
る推定値の頑健性があるといえよう。
6. む す び
本稿では，誤差は説明変数のデータにもあり，それは季節調整により生
需要方程式体系の統計分析 123 
じるとの前提を置き，誤差に対する推定値の頑健性を，需要方程式体系ご
とに分析してみた。
検討した需要方程式体系は， iロッテルダムシステムJi線型支出体系」
「アディロッグシステムJとした。ロッテルダムシステムは「線形最小二
乗法」で，線型支出体系とアデイロツグシステムは「非線形最小二乗法」
でそれぞれ計測した。
誤差に対する推定値の頑健性を分析するまえに，線型支出体系とアディ
ロッグシステムの初期値に対する推定値(収束値)の頑健性を分析した。
その結果，アデイロッグシステムの場合は，初期値を十分に吟味しないと，
非線形最小二乗法の計算過程で問題を起こしやすく，また，初期値が変化
すれば，推定値(収束値)も変わりうるということがわかった。一方，線
型支出体系の場合は，初期値の変化による推定値の変化がアデイロッグシ
ステムのものに比べかなり小さいとの結論が得られた。
次に，実質支出額の四半期別時系列データ(季節調整済み)に適当な誤
差を与え，誤差による推定値の分布を需要方程式体系ごとに求めてみた。
その結果，線型支出体系の推定値は，ロッテルダムシステムの推定値に比
べ，データに含まれる誤差に対して頑健性があるとの結論を得た。ロッテ
ルダムシステムの推定値は，桁落ちにより，誤差の影響をより強く受けた
と思われる。
アディロッグシステムの場合，一つのパラメータの推定値に誤差に対す
る頑健性がまったくなかったが，誤差に対するほかのパラメータの推定値
の頑健性は線型支出体系のものに比べよかった。しかし，頑健性はすべて
のパラメータの推定値に対して成り立つことが必要であるので，結局，当
システムの推定値には誤差に対する頑健性がないとの結論が出された。
アデイロッグシステムには初期値に対する推定値の頑健性にも問題があ
るため，初期値に対する推定値の頑健性と誤差に対する推定値の頑健性と
を総合すると，アディロッグシステムは，線型支出体系に比べ数量分析で
使いづらい需要方程式体系だといえる。
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よって，四半期別時系列データ(季節調整済み)を用いて，ロッテルダ
ムシステム，線型支出体系，アデ、イロッグシステムをそれぞれ計測すると，
そのなかでもっとも信頼性の高い推定値は線型支出体系から得られること
になろう。
アディロツグシステムは，初期値に対する推定値の頑健性が弱いので，
非線形最小二乗法にむかない需要方程式体系だといえる。アディロッグシ
ステムの場合には，需要方程式をパラメータに関して線形化し，最小二乗ー
法で計測したほうがよいと思われる。
ロッテルダムシステムは，時系列データに変化があればあるほど推定値
の精度があがる。よって，四半期別時系列データ(季節調整済み)より年
別時系列データによるほうが推定値の信頼性は高まるだろう。
非線形最小二乗法によると，需要方程式体系の関数型を生かした計測が
可能になるが，本研究の成果によると，線型支出体系においてその見通し
が明るL、。しかしそのためには，初期値と推定値との関連がさまざまな
角度から分析される必要があろう。
推定値の信頼性を高めるためには，誤差に対する推定値の頑健性が強い
需要方程式体系を選ぶほか，利用するデータにも配慮する必要がある。た
とえば，われわれが需要分析に利用できる国民経済計算の四半期別支出時
系列データとして家計の目的別時系列データと五大費目別時系列データと
がある(ほかに，形態別時系列データがある)。五大費目別時系列データ
は，類似した性格をもっ目的別時系列データに比べ， TC系列の動きが単
調で，かつ，季節的要因が弱い場合が多い(たとえば，五大費目別分類に
よる「飲食費」と目的別分類による「食品・飲料・煙草」の季節指数を調
べると，前者のレンジが後者のものより小さい)。よって，季節調整に伴
う誤差をできるだけ小さくするためには，目的別時系列データを用いるよ
り五大費目別時系列データを用いたほうがよいとの結論が得られる。ただ
しそのことが，分析目的と矛盾するようなことがあってはならなL、。
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〔注〕
(1) 研究例として， Deaton[3J， Parks[10J， Yoshihara[19Jなどがある。
(2) 季節調整値の開きに関する数量分析として，Akaikeand Ishiguro[1J，溝口[8]，
拙稿口7Jなどがある。なお，季節調整値の開きに対する公官庁の対応について
は，小山[7J参照。
(3) Johnston[6J chap. 9， Theil[14J chap. 17に若干の理論的分析がある。
(4 ) 富士通 [4J第5章参照。
(5 ) 各需要方程式の導出については，拙稿口8J参照。
(6) ロッテル夕、ムシステムの別な需要方程式による分析例として， Barten[2J，津田
口1]，拙稿口6Jなどがある。
(7) 非線形最小二乗法による需要方程式体系の計測例として， Yoshihara[19Jがあ
るO
(8) 需要方程式の線形化の例として， Deaton[3J， Parks[10Jなどがある。
(9) 非線形最小二乗法の計算プログラムは，田辺口2J，Tanabe四 dUeda[13J，山
本口5J第2，3章を参考にして作成した。
(1司 パラメータの制約については，拙稿[l8J参照。また，計測l事例については，
Parks[10J， Yoshihara[19J参照。
(1) パラメー夕日の経済的意味については， Houth叫u{er[5J，Yoshihara[19Jが参
考になる。
(12) 需要方程式体系の誤差に対する頑健性として， l'推定値の頑健性」のほかに「式
全体としての頑健性Jl'予測の頑健性」などが考えられる。
(13) TC系列については，森田 [9J第 l章参照。
(14) 拙稿口7J参照。
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